
税務行政におけるDXに関する施策の周知について

～税務行政の将来像の実現に向けて～

（協力依頼）
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ご協力をお願いしたい事項について
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
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「税務署に行かずにできる確定申告」に向けて（自宅からのe-Taxの利用について）









e-Taxの５つのメリット１
• 税務署への持参不要
• 印刷・郵送代不要
• 添付書類提出不要
※一部の書類は除きます

• 確定申告期間中は24時間利用可能
※メンテナンス時間を除きます

• 早期還付（３週間程度で還付）

マイナポータル連携について２
• 「マイナポータル連携」とは、所得税確定申
告の手続などにおいて、マイナポータル経由
で、控除証明書などのデータを一括取得し、
申告書の該当項目へ自動入力する機能です。

※マイナンバーカードを利用してe-Taxで確定申告書を提出する場合に限ります。

インボイス発行事業者の方へ3

• 適格請求書（インボイス）発行事業者の登録を受
けた方は、消費税の申告が必要です。

• 「確定申告書等作成コーナー」では、消費税申告
書の作成・e-Tax送信にも対応しています。是非
ご利用ください。• 国税庁ホームページ「確定申告書等作成コー

ナー」で、この機能をご利用できます。
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給与情報等の自動入力の実現（申告手続の簡便化）

e-Tax
（オンライン提出）

（勤務先）

給与の源泉徴収票

（納税者）

自動入力

給与支払報告書

eLTAX
（オンライン提出）

R6.2～

R9.2～
（※）令和９年以降、地方公共団体に提出された給与支払報告書のデータ

が国（国税当局）に連携される（令和５年度税制改正）







自動入力の対象

ふるさと納税

株式の特定口座

生命保険 地震保険

住宅ローン控除関係

医療費 国民年金保険料

公的年金等の源泉徴収票

iDeCo 小規模企業共済等掛金

給与所得の源泉徴収票

（対応済み）

（R6.2～予定）

（R6.1～予定）

① マイナポータルからログインして
「確定申告」を選択
② 「自動で計算」を選択

③ 内容を確認の上、申告

将来イメージ

（国税庁ＨＰ）
「給与所得の確定申告がさらに簡単に!」

１ 給与情報の自動入力の実現２ 事業主の皆様へ３
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年末調整手続の簡便化の推進











マイナポータル連携では
複数の控除証明書等データを
まとめてダウンロード可能！

・ 控除証明書等データが控除申告書
に自動転記！
・ 控除申告書の控除額は自動計算！ ・ 給与システム等への手入力が不要！

・ 控除申告書の控除額や添付書類
の確認作業が削減！
・ 紙書類の保管場所が不要！

（国税庁ＨＰ）
年末調整手続の電子化
に向けた取組について 5
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納付

•

•
6



82.1%
84.9%

86.7% 87.9%
91.1%

44.0%
47.5%

55.2%

59.2%

65.7%

14.4%
23.4%

29.5%23.2%
25.6%

29.3%
32.2%

35.9%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

〔令和２年１月～〕
iPhoneからのマイナンバーカード読取対応

〔令和元年10月～〕
相続税のe-Tax利用開始

目標
37％

目標
40％

〔令和３年１月～〕
個人の方のダイレクト納付利用届出書や
振替依頼書のe-Taxでの提出開始

〔平成31年１月～〕
・マイナンバーカードを用いたログインの
簡便化(マイナンバーカード方式の導入)
・スマホ専用画面の導入

新型コロナウイルス
感染症感染拡大時期

目標
92％

目標
71％

目標
40％

目標
95％

目標
80％

〔平成31年１月～〕
・受付時間を最終土曜・日曜に拡大（毎月）
・送信容量の拡大

法人税
申 告

所得税
申 告

相続税
申 告

キャッシュレス
納付割合

e-Tax利用拡大の推進について









※ 所得税申告は、確定申告会場で申告書を作成しe-Taxで提出した分を含みます。

〔令和４年４月～〕
受付時間を毎週土曜・日曜に拡大
（８時30分～24時）
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金融機関等に対する預貯金等照会のオンライン化について









55
%

80
%

国税 地方税 生活保護
健康保険

年金
警察
その他
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事業者の業務のデジタル化について







クラウド会計ソフト等 デジタルインボイス（デジタル to デジタル）

自動の仕訳入力等に加えて、売手の請求から買手の支払処理、最終的な入金消込まで一気通貫で自動化!

請求
仕訳入力
売掛金消込

請求受領
仕訳入力
支払処理

デジタルインボイス

9

データを自動で
取込・仕訳

スマホによる読み取り

インターネットバンキング



（参考）クラウド会計ソフト導入による中小企業のＤＸの事例




従来の記帳業務

クラウド会計ソフトの導入後

手作業で入力・修正 紙で保存
通帳

インターネット
バンキング

現金
（ＰＯＳ）

請求書等
クラウド

会計ソフト

内容を確認、
事業の実態把握

現金

請求書等

電子帳簿保存法の改正で
紙での保存が不要に

※スマホ等で取込

データを自動で
取込・仕訳

（出所） 政府税制調査会「納税環境整備に関する専門家会合（令和２年10月７日）」
日本商工会議所等の説明資料に基づき作成
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令和３年６月15日
第５回 納税環境整備に関する
専門家会合 財務省提出資料



電子帳簿等保存制度の普及・促進






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① 自己が電子的に作成した帳簿や書類

⇒ 電子データのまま保存できます（電子帳簿等保存）
帳簿

決算関係書類等

電子データで作成
電子データのまま

保存可

帳簿等
② 取引先から書面で受け取った請求書・領収書
取引先へ 書面で渡した請求書・領収書の控え等

⇒ 電子データ化して保存できます（スキャナ保存）

スキャン

交付者 受領者

書面で授受
スキャン

タイムスタンプ タイムスタンプ

（控） 電子データにて
保存可

スキャナ

③ 取引先から電子データで受け取った請求書・領収書
取引先へ 電子データで渡した請求書・領収書の控え等

⇒ 電子取引に該当し、電子データのまま保存いただくことになります
（令和６年１月以降）

交付者 受領者

データで授受

（控）
電子データ
のまま
要保存

電子取引

★優良な電子帳簿の導入もご検討ください
一定の帳簿を優良な電子帳簿として保存している場合には、後からその電子帳簿

に関連する過少申告が判明しても過少申告加算税の割合が原則10％から５％に軽減
されます（あらかじめ届出書を提出している必要があります。）。

★もっと詳しく知りたいときは?
電子帳簿保存法の取扱通達・Q&A・説明動画や各制度のポイントがわ

かるパンフレットなどを国税庁ホームページの「電子帳簿等保存制度特
設サイト」に掲載しています。



IT導入補助金の活用







中小企業・小規模事業者等の皆様が導入する会計ソフト・
受発注ソフト・決済ソフト・ECソフトの経費の一部を補助
することで、インボイス対応も見据えた企業間取引のデジ
タル化を推進することを目的としています。

ポイント
１

（下限額なし）～50万円以下…補助率3/4
補助額50万円超～350万円…補助率2/3

ポイント
２

PC・タブレット等のハードウェアにかかる購入
費用も補助対象

ポイント
３

会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフト、ECソ
フトに補助対象を特化

ポイント
４ クラウド利用料を最大２年分補助

【出典】IT導入補助金事務局ホームページ

（注）本内容は、令和４年度第二次補正予算により措置されたIT導入補助金2023の内容であり、今後、内容に変更が生じる場合があります。

（中小企業庁ＨＰ）

IT導入補助金チラシ
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